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第 4章　 脱炭素と「エネルギー危機」
　　　　──ロシアのウクライナ侵攻等を踏まえて── 1

芳川　恒志

はじめに
ロシアのウクライナ侵攻により、欧州はじめ世界のエネルギー市場は、ロシア産化石燃
料に対する経済制裁等により混乱に見舞われている。世界経済は新型コロナ感染症の影響
からの回復過程にあり、ロシアのウクライナ侵攻前から世界のエネルギー市場はタイトな
状況にあったが、侵攻によりエネルギー価格は高止まりし、将来への不透明感も増して、
現在は「エネルギー危機」ともいうべき状況にある。
現下の「エネルギー危機」を受け、電力供給について予備率がもともと小さいなどエネ
ルギー自給率が非常に低い日本のエネルギーをめぐる状況は、こういった世界のエネル
ギー需給の変化の影響を受けやすく、現在極めて厳しいものがある。このような中、日本
においても、従来の基本的政策を維持しつつも、エネルギー政策の見直しが行われている。
脱炭素社会の実現に向けて、経済に過度な負担をかけることなく、将来のエネルギーミッ
クスの実現を目指していくことになるが、今後ロシア依存を低減し、さらに将来の予期で
きない様々なリスクに備えることも考慮していく必要がある。

1．変化の背景
今回の「エネルギー危機」に至る過程、ロシアがウクライナに侵攻する前までの状況を
簡単に整理し、危機に至った背景を検討してみたい。

（1）新型コロナ感染症
まず、新型コロナ感染症の世界的拡大、特に経済の停滞とその後の経済回復の影響である。
新型コロナ感染症により、経済活動が世界的に大きく後退しそれに伴ってエネルギー需要
も大きく減少した。国際エネルギー機関（IEA）によれば、2020年は対前年比 4%以上の
減少とされている。これをエネルギー源ごとにみると、同じく IEA によれば、石炭等の化
石燃料の需要はより大きく減少し、再生可能エネルギーについてはむしろ増大している。
このため CO2排出量では、2020年は減少幅がエネルギーのそれよりも大きく、まさに歴
史的な CO2排出減の一年となっている 2。このことと関連してコロナショックから如何に
回復するのかという観点から、“Sustainable/Green Recovery”が言われている。ただ単にコ
ロナ以前のエネルギー需給構造に復するのではなく、できるだけ各国足並みをそろえてよ
り脱炭素に向けたものに転換するように政策誘導すべきだとの議論である。グラスゴーで
COP26が開催されていた 2021年後半は、欧州米国を中心にポストコロナの経済回復に向
けてまさに経済が動き出そうとし、エネルギー需要も拡大しようとしていた時期であった。

（2）脱炭素
2021年は、欧州が中心となって脱炭素を牽引した一年であった。同年 6月、イギリスに
おいて G7が、10月には G20（議長国イタリア）が開催され、イギリス・グラスゴーにお
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ける COP26までネットゼロに向けた脱炭素の議論が続いた。そのような中、COP26に向
けて、日本を含め、国が決定する貢献（Nationally Determined Contribution, NDC）を改定し
てより意欲的なものにする国が相次いだ。一方で、IEAの “Global Energy Review 2021”に
よれば、世界の CO2排出をみると 2020年は 5.8%減少した。これは世界のエネルギー需要
の減少幅よりも大きく、新型コロナ感染症の感染拡大で世界経済が減速する中、エネルギー
需要も減少したが、化石燃料に対する需要がより大きく後退し、再生可能エネルギーがわ
ずかではあるが増加している。しかし、2021年は逆に化石燃料への需要が大きく高まり、
エネルギー起源の CO2排出はリバウンドして 4.8%の増加が見込まれている 3。
このような中、2021年 10月から 11月のグラスゴーでの COP26では、議長国であるイ
ギリスの強い指導力が発揮され、その結果、パリ協定（COP21, 2015年）において努力目
標とされた 1.5°に向けて努力していくとの方向性が合意され、先進国と途上国が対立した
石炭火力発電についても「段階的削減（phase down）」することが合意されるなど一定の成
果を得た。

（3）市場と民間企業
最後に、エネルギー市場や民間企業の動きも重要だ。2020年 4月にはWTI原油先物価
格が史上初めてマイナスとなった。これは新型コロナウイルスの感染拡大により世界的に
景気が鈍化し、原油等エネルギー需要が大きく減少したことが原因であった。しかし、そ
の後ポストコロナの経済回復やロシアによるウクライナ侵攻により原油をはじめエネル
ギー市場がタイトになっているのは先述のとおりである。一方で、脱炭素に向けて世界の
企業の動きも進んでいる。GAFAに代表されるグルーバルな大企業がクリーンなエネルギー
の調達に関心を持ち、これを宣言し、同様のことをサプライチェーンにある企業にも求め
ている。

（4）国際機関の対応
このような政府レベルの動きと並行して、国際エネルギー機関（IEA）が 2021年 5月、“Net 

Zero by 2050-A Roadmap for the Global Energy Sector”4を発表し、世界が 2050年に温暖化効
果ガス排出ゼロを目指すロードマップを示した。この報告書は、同年の G7気候・環境大
臣会合に向けて準備されたものだが、IEAは世界が 2050年にネットゼロを達成することは
「非常に困難だが、不可能ではない」としており（同報告書発表時のビロール事務局長発言）、
この基本ラインはロシアのウクライナ侵攻後も変わっていない。また、気候変動に関する
政府間パネル（IPCC）は同年 8月、第 6次評価報告書第一作業部会報告書 5を公表してい
る。同報告書では、「今後数十年のうちに 1.5°Cの地球温暖化を超える可能性について新
たな推計を提供しており、温室効果ガスの排出を直ちに、急速かつ大規模に削減しない限
り、温暖化を 1.5°C近くに抑えるどころか、2°Cに抑えることさえ現実的でなくなること
を明らかにして」いる（国際連合広報センターウェブサイト）。

2．ロシアのウクライナ侵攻のエネルギー市場への影響
（1）概況

2021年に入り、原油価格は世界景気の拡大とともに上昇した。その背景には、ポストコ
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ロナ経済回復に伴うエネルギー需要拡大、供給側ではロシアの輸出減や、OPECプラスの
増産に慎重な姿勢等があった。その後、インフレ懸念等により、世界経済が全体として停
滞傾向にあり需要が減少していることに加え、米国やカナダの増産により、7月以降市場
はやや緩和傾向にある。制裁対象となった EU向けロシア産原油は多くが東に仕向け地を
変更し、中国、インドやトルコに向かうこととなった 6。
一方天然ガスについては、2021年初めにアジア市場が急騰し、100万 Btu（英国熱量単位）
あたり 32.5ドルの市場最高値を更新した後、一時落ち着きすぐに上昇傾向に転じた。その
後、欧州市場の値上がりに牽引されて、アジア市場も市場最高値を上回ってさらに値上が
りが続き、欧州の TTF取引価格 7では 2021年 10月から 2022年 2月にかけて 30ドル前後
と高値で推移したのち 60ドル台まで上昇した 8。その背景としては、供給面で北海油田を
含め世界的にメンテナンスによる稼働停止が多かったこと、コロナによるメンテナンスの
長期化、北米等での気温低下による稼働停止といった要因が指摘されている。需要面では、
脱石炭を目指し需要が天然ガスに流れたことに加え、ポストコロナの需要の拡大などが指
摘されている。

2021年後半から高騰していた世界のエネルギー市場は、ロシアのウクライナ侵攻により、
ロシア産エネルギーに対する制裁措置や大手エネルギー企業のロシアからの撤退などによ
りさらに緊張が高まり、価格が高止まりしている。

（2）国際社会の対応
ロシアによるウクライナ侵攻に対し欧州はじめ国際社会の対応は素早かった。
ロシアに対する主要国によるエネルギー関連の経済制裁として、2月 22日にはドイツが
ロシアからの天然ガスパイプラインで、稼働目前のノルドストリーム 2の承認を無期限に
停止すると表明した。続いて、3月 8日には米国がロシア産原油および石油製品・石炭・
LNGの輸入に関する新規契約を禁止し、既存の契約内容についても 45日という期限を設
けて縮小を求めた。同日、英国も原油・石油製品輸入の 2022年末までの段階的廃止を発表
した。さらに 5月 8日には、日本を含む G7首脳会合の共同声明において、ロシア産石油
の段階的廃止が発表されている。EUレベルでは、3月の特別欧州理事会・EU首脳会合で
今後、段階的にロシア産の化石燃料依存を廃止していくことが合意され、5月末、欧州理
事会特別会合において、ロシア産石油の禁輸を段階的に実施することが合意された。天然
ガスはドイツやイタリアをはじめ多くの国でロシアからのパイプライン輸入に依存してお
り、合意の目処は立っていない。一方、石炭については 4月 8日に禁輸が発表された。
この間、欧米主要企業によるロシア撤退表明も相次いだ。BPはロシア最大の国営石油
会社ロスネフチの所有株約 20%の放出を表明し 9、Shellは三井物産と三菱商事も出資する
石油・ガス開発事業サハリン 2から撤退すると発表した 10。さらに Shellは、3月、ロシア
産原油のスポット市場での取引を含む全面的なロシアからの撤退を宣言した 11。この他、
ExxonMobilや TotalEnergiesもロシアビジネスの見直しを表明している 12, 13。

（3）エネルギー市場への影響とエネルギー需給
このような動きの中、ロシアのウクライナ侵攻前から高水準にあったエネルギー価格は、
一連の戦闘行為および国際社会の経済制裁などを受けてさらに上昇した。従来、ロシアは
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石油で 11%、天然ガスでは 25%と、有数の世界における輸出量シェアがあり 14、エネルギー
部門はロシアの国際戦略においても重要な位置を占めている。これに対し、ロシアを含む
OPECプラスは、かねて「問題は需給バランスではなく地政学リスクだ」15との見方を維持し、
欧米の再三の要請にもかかわらず大規模な増産を見送ってきた。6月には日量 64.8万バレ
ル追加増産を合意していたが、9月には日量 10万バレルまで増産幅を縮小していた。サウ
ジアラビア、UAE、イラク、また核合意次第ではすぐに取引が可能になるイランをはじめ、
主要な産油国を合わせるとロシアの輸出量の半分程度に相当する短期的な供給余力がある
という試算もある 16。なお、OPECプラスは相変わらず増産に消極的で、逆に 2022年 10月、
200万バレルの減産を決定した。
石油と比べて天然ガスは大量の備蓄や輸送が難しく、世界的に供給余力が少ない。さら
に EUについていえば、輸入量の 45%程度をロシアが占め（石油では 25%）、供給途絶に
よる影響が大きい 17。短期的な供給余力は乏しいが、当面は天然ガス生産の増加を期待で
きるのは米国だ。もっとも 2010年代以降、世界的に天然ガス開発の上流部門への投資は必
ずしも十分ではなく、操業開始の遅れなども生じている。

3．「エネルギー危機」への対応
（1）概観
先述のとおり、2021年の COP26 に向けて、2050年ネットゼロに向けた国際的な機運が
定着しつつあった中で「エネルギー危機」が生じた。世界は依然として脱炭素に向かって
進んでいるが、ロシアのウクライナ侵攻は、あらためてエネルギー政策における 3つの E、
すなわちエネルギー安全保障、環境および経済性のバランスが重要であることを示してい
る。特に、エネルギー安全保障の重要性が再確認され、多くの国でエネルギー政策の点検
が進んでいる。脱炭素の方向を維持しつつ、将来にわたって天然ガス不足の影響を出来る
だけ小さくすることがその中心的な課題であるが、大きく次のような対応にまとまりつつ
ある。

（a）再生可能エネルギーの加速
再生可能エネルギーの重要性は一層高まっている。風力や太陽光といった既に進んでい
るものを一層加速させることに加え、水素やアンモニア等技術やインフラの開発を伴うも
のにも重点が置かれていることが特徴である。このような動きと歩調を合わせるように、
CCS/CCUS（二酸化炭素回収・貯留・利用）に関する取り組みについても改めて加速して
きている。

（b）原子力
「エネルギー危機」で大きく改めて脚光を浴びているのが原子力である。フランスや UK
など今回の危機前から原子力を重視してきた国に加え、政策転換をしたベルギー等 EUで
もいくつかの国が原子力に力を入れ始めている。また、福島第一原子力発電所事故の後脱
原子力に転換し、2022年までにすべての原子力発電所を停止する予定であったドイツにお
いても、ショルツ首相は停止予定であった原子力発電所 3基について 2023年 4月まで稼働
可能な状態を維持すると決定した。
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従来 IEAも主張しているとおり、原子力発電の活用、特に既存の原子力発電所の運転期
間を延長させることは、脱炭素に取り組みつつ今回の危機に対応する上で重要なオプショ
ンの一つである。2021年 11月、フランスは国内での新設を再開する方針を表明し、4月
には英国でも原子力発電所の新設が発表されている。2025年の脱原発を目指していたベル
ギーでは、最新の 2基の稼働延長を認める方針が 3月に決まった。
さらに、原子力のリスクに対する懸念も新たに浮上している。ロシア軍によって稼働中
のザポリージャ原子力発電所やハルキウ物理技術研究所が攻撃を受けた他、1986年に事故
を起こしたチョルノービリ原子力発電所では侵攻初日から 3月 31日まで占拠が続き、その
間に 1度しか人員の交代を許されず、外部電源の受電設備や、核物質の転用を防ぐための
モニタリング装置など、多くの損傷を受けた。さらに、ロシア軍は汚染レベルの高い区域
で塹壕を掘ったり、放射性物質を持ち出し、携行したりするなどの行動を行っていたこと
も明らかになっている。従来テロリストに対するセキュリティは重要課題として取り組ま
れてきたが、今回のウクライナ侵攻で見られたような事態について包括的に、十分に検討・
対策されてきたとは言えない。今後、広範な原子力のリスクやコストについて再考が求め
られる可能性もある。

（c）省エネを含む需要側の対策
従来エネルギー政策は基本的に供給側の政策を中心に構築されてきたが、脱炭素は幅広
い社会経済の変革であることから、あらためて広く需要側への対策が大きな財政措置とと
もに行われている。米国の「インフレ削減法」も巨額の財政出動と温暖化対策産業の国内
でのサプライチェーン維持が特徴である。また、鉄鋼、化学、セメント等エネルギー多消
費産業における水素等を活用した製造プロセスの革新等にも政策の重点が移りつつある 18。

（d）エネルギー補助金
上記のような動きに対し、脱炭素に反する政策も広く行われ始めている。化石燃料や電
気に対する補助金である。日本でもガソリン価格に対して補助金が設定されているが、ド
イツもガス料金や電気料金に上限を設けることを発表している。

（2）欧州
侵攻前までに、2021年 6月、EUでは、「欧州気候法」が採択され、2050年までのカーボ
ンニュートラル達成に加え、先述のとおり 2030 年までに 1990年比で温室効果ガス排出削
減幅を 40%から 55%に引き上げることが決まった。同年 7月には、新たな目標の実現の
ための措置を包括的に改定する「Fit for 55」を欧州委員会が公表している。
ロシアによるウクライナ侵攻を受け、EUの動きは迅速だった。「ベルサイユ宣言」
と「REPowerEU」である。3 月 11 日、EU 首脳会合は「ベルサイユ宣言（Versailles 
Declaration）」19を採択し、ロシア侵攻を受けて、2030年に向けた経済的・社会的安定およ
び安全保障のための対策の 3つの柱が示された。3つの柱は、防衛能力の拡充、エネルギー
依存の緩和、より強靭な経済基盤の構築、である。エネルギー依存の緩和については、段
階的にロシア産の化石燃料依存を廃止していくことが合意された。このため、「REPowerEU」
で挙げられているガス供給の多角化と化石燃料依存の低減に加えて、欧州のガスおよび電
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力網の統合を急ぐとともに、既存の連系を強化し、EU電力系統の統一的運用を実現する
ことや、安定供給のための緊急時対策の強化、また生産および消費において循環型アプロー
チの採用を進めることが掲げられている。さらに当面の課題として、十分なガス備蓄量を
確保し、LNGインフラを含むエネルギーインフラへの効率的な投資を促すことなどエネル
ギー安全保障の重要性を再認識する内容が盛り込まれた。また、この「ベルサイユ宣言」
で合意された方針のもと、3月 22日には天然ガス備蓄に関するコミュニケーション 20を欧
州委員会が公表した。2022年は地下貯蔵容量の 80%以上、来年以降は 90%以上が求められ、
さらに天然ガス備蓄施設の所有・運用主体に対し、新たな認証の取得を義務化する内容も
盛り込まれた。
また、2022年 3月 8日、2030年までに EUのロシア産化石燃料への依存状況を解消
することを目指した方針である「REPowerEU」の概要が欧州委員会から発表された 21。
「REPowerEU」の 3つの柱は、省エネ、クリーンエネルギーの創出、そしてエネルギー供
給の多角化である。これを受けて 5月 18日、それらを柱として具体的な政策等を含んだ 
「REPowerEU Plan」が発表された 22。「REPowerEU」は短期的な「対ウクライナ侵攻の経
済制裁」よりも、「ヨーロッパとプーチン政権の戦い」「ヨーロッパのエネルギー分野にお
ける自主性を確保するための戦い」という側面が大きい。この具体化のため発表された
「REPowerEU Plan」中、ロシアのウクライナ侵攻および「脱ロシア」目標により新たに導
入された主要な点は、天然ガスなどの供給多角化・安定化策の重点化と、再エネ目標およ
び省エネ目標の引き上げである。すなわち、2030年までの再エネ導入に関しては 40%か
ら 45%に、省エネに関しては 2020年比 9%から 13%に、それぞれ強化することが提案さ
れている。計画の 2つの柱は、ガス供給の多様化と、化石燃料依存脱却の加速化であり、
これによって 2030年までにロシアからの輸入量である 155 bcmの天然ガス消費量に相当す
る削減・代替が実現できるとしている。内容面では、2021年に発表された「Fit for 55」を
強化し、スピードアップさせるもので、2022年末までにロシアからの輸入量の 3分の 2を
置き換えることを目指している。1つ目の柱であるガス供給多様化は、天然ガス輸入先の
多様化とバイオガス開発からなる。具体的には、LNG輸入（2022年末までに 50 bcm）お
よびアフリカやトルコ、ギリシャを経由したパイプラインでの輸入（同、10 bcm）を拡大
すること、バイオメタン生産量を倍増させること（同、3.5 bcm）などである。また、2030
年に向けてはクリーン水素の生産および輸入を拡大させ、2000万トンの水素供給によって
25–50 bcmのロシア産天然ガスを代替することが盛り込まれている。

（3）米国
2020年 11月、大統領選挙の投票が行われた。その結果民主党バイデン氏が次期大統領
に当選したが、温暖化そのものに懐疑的であったトランプ大統領を破って地球温暖化対策
に熱心なバイデン氏が当選したことは、2020年 9月の中国による 2060年カーボンニュー
トラル宣言とともに翌 2021年を脱炭素の一年とするための準備となる重要な出来事であっ
た。実際、2021年 1月にバイデン大統領が就任した直後、早速同年 4月には同大統領が主
催する「気候変動サミット」が開催された 23。このサミットを機会に、日本をはじめ多く
の国が NDC（国が決定する貢献）をより意欲的なものに改訂している。
一方で、現下の「エネルギー危機」との関係では、主要国の中で、カナダとともにエネルギー
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についてロシア依存がほとんどなく、今回の危機の影響が最も少なく、むしろエネルギー
需給の観点から立場を強化しているのが米国である。事実、米国内の天然ガスの指標価格
であるヘンリーハブをみても、上昇はしているものの欧州やアジアの市場価格と比較する
とおおむね安定している。米国は、いわゆる「シェール革命」の結果、原油および天然ガ
スのほとんどを自給できる状況にある。ロシアのウクライナ侵攻との関係では、侵攻後間
もない 3月、米国と EUは米国からの LNG供給を拡大することを柱とするエネルギー協力
の拡大を合意している 24。このように、天然ガスについては、対 EUの LNG輸出が安定的
に見込まれさらに拡大する予定である。米国エネルギー情報局（EIA）によれば、2022年
上半期米国は世界最大のLNG輸出国となったが、その最大の輸出先はEUとイギリスとなっ
ている（1月から 5月では 71%）25。
また、9月には「インフレ削減法」が成立した。これは総額 4,370億ドルのうち気候変動
対策とエネルギー安全保障に 3,690億ドルを充てるという非常に大規模な対策である。「イ
ンフレ削減法」においても、クリーンエネルギーやエネルギー安全保障にかかわる産業の
サプライチェーンを可能な限り国内に維持しようとする意図も明確である 26。

（4）中東
脱炭素が進展し、化石燃料から再生可能エネルギー等地球温暖化ガスを排出しないエネ
ルギー源に世界のエネルギーの重心が移動すると、本来真っ先に「追い詰められる」のが
中東産油国だ。中東産油国は、石油や天然ガスからの収入に依存した経済構造だけでなく、
国内のエネルギー需給構造も化石燃料に大きく依存しているということも問題である。ま
た、国内の石油や天然ガス価格も非常に低く抑えられている国が多いという課題もある。
もともと不安定な中東の政治が、脱炭素の動きの中でさらに流動化する危険もあり、その
結果中東の地政学、ひいては世界の安定に大きな変化がある可能性もある。そのような事
態になれば、中東の混乱は直ちに世界の安定と政治経済に大きな影響を与えることになろ
う。
一方で、ロシアのウクライナ侵攻がもたらした「エネルギー危機」と化石燃料市場の高
騰で利益を得ている地域の一つが中東産油国でもある。当面化石燃料輸出からもたらされ
る収入が増加することもさることながら、あらためてエネルギー安全保障の重要性が認識
され、化石燃料にあらためて脚光が当たっている。特に、生産コストが低い中東産油国は、
今後も化石燃料の供給国としての地位を占めていくと想定されている。
脱炭素の動きとは別に、すでに中東の産油国は将来石油の需要が減退することを想定し
て動き始めていた。「サウジビジョン 2030」27はその一例だ。もっともその内容は基本的
には経済の多角化、そして石油依存の低減と石油以外の歳入源の拡大を目指すとしている
ものの内容自身は新しいものではなく、1990年代から唱えられていたもので、石油依存か
ら脱却するという目標は、必ずしも地球温暖化と連動していたわけではない。むしろ人口
増に伴うエネルギー消費量の増大や石油に依存する財政の不安定性への対応という観点か
ら、国内での消費を出来るだけ抑え省エネを進め、石油や天然ガスを出来るだけ輸出に回
すという発想が強かった。しかし最近では地球温暖化が無視できなくなり、ペルシャ湾岸
諸国も様々な形でこの問題に関わってきている。すなわち、この地域は気温と湿度が高く、
特に夏は冷房がないと非常に生活環境が厳しい。雨量も増加し、ペルシャ湾岸諸国でも洪
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水が起こっている。湾岸諸国においては、ほとんどの道に排水設備が十分ではなく、少量
の雨でも道路が水浸しになるということが毎年のように続いており、市民生活にも深刻な
影響が出始めている。こういった社会インフラの更新も急務である。
ペルシャ湾岸諸国としてはできる限り「軟着陸」をしていきたいが、これがうまくいか
ない場合のリスクもある。その場合、国や地域が不安定化する恐れもある。これらの諸国は、
周辺諸国等に対し様々な財政支援を行っているため、その支援元が混乱し不安定化すれば
他の被支援国やその地域もさらに混乱し、さらにはペルシャ湾岸諸国にもはね返ってくる
可能性も否定できない。そのような意味でも、ペルシャ湾岸諸国の脱炭素の方向性を注視
していくことは必要だ。ペルシャ湾岸諸国は、自国や地域の脱炭素・ネットゼロへの動き
のみならず、世界の動向にも大きく影響されることから、世界のエネルギートランジショ
ンにも十分留意しつつ、国内で対策を早急に・着実に進めていく必要がある。

（5）国際エネルギー機関（IEA）
国際エネルギー機関（IEA）では 3月 1日および 4月 1日に臨時閣僚会合が開かれ、そ
れぞれ 6000万バレルおよび 1億 2000万バレルの石油備蓄を順次協調放出していくことが
決まった 28, 29。3月 31日の発表で、米国はこの他にも独自に備蓄放出などの価格安定化に
向けた取り組みを行うとしている。
「REPowerEU」は、3月 3日に IEAが公表した「EUがロシア産天然ガスへの依存を低減
するための 10項目プラン」30とも呼応している。IEAのプランは、来冬に向けた備蓄需要
も満たしつつ、50 bcmのロシア産天然ガス輸入の削減を目指したもので、2022年末に終了
するガスプロムとの長期契約を更新せず、代わりにノルウェーやアゼルバイジャンからの
パイプライン経由の輸入や、アジアからの融通を含む LNGの輸入拡大で代替することを
勧めている。この他、既存の低炭素電源としてバイオエネルギーや原子力の利用拡大、多
部門での省エネの加速、再エネ開発の加速などが 10項目に含まれている。

4．日本の対応
日本においては、2020年 10月当時の菅総理が「世界のグリーン産業をけん引し、経済
と環境の好循環をつくり出す」として「2050年カーボンニュートラル」を表明した 31。そ
の後に取りまとめられた「グリーン成長戦略」（2020年 12月）32では、「こうした「経済
と環境の好循環」を作っていく産業政策 ＝ グリーン成長戦略」としている。2021年に入っ
てからは、4月に 2030年の温室効果ガス削減目標として 46%削減が表明され 33、その後、
COP26に向けて第 6次エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画の見直し等が行われ、新
たな国が決定する貢献（NDC）が策定された。
ロシアのウクライナ侵攻後は、日本においてもあらためてエネルギー安全保障の重要性
が再認識されている。特に原子力に関する動きが顕著である。もともと政府は、安倍政権
以降、福島第一原子力発電所事故などを踏まえ「可能な限り原子力発電の依存度を低減す
る」という基本方針を維持してきた経緯がある。同時に、福島第一原子力発電所事故後に
停止された原子力発電所について、規制基準に適合したものに限って再稼働を進めていく
方針である。「第 6次エネルギー基本計画」（2021年 10月）では、2030年に電源構成に占
める原子力発電の割合を 20～ 22%としている 34。
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一方で、政府は原子力発電所の新増設については何も言ってこなかったが、2021年 6月
に発表された「グリーン成長戦略」では、原子力は 14の重要分野の一つとされ、高速炉、
小型モジュール炉（SMR）、高温ガス炉、核融合の 4つがあげられた 35。2022年 7月には「カー
ボンニュートラルやエネルギー安全保障の実現に向けた革新炉開発の技術ロードマップ
（骨子案）」が発表 36されている。同年の「骨太の方針」では、政府の方針に変わりはない
としつつも、原子力発電を「最大限活用する」としている 37。その後、8月には、「GX実
行会議」（後述）において、総理から、「原子力発電所については、再稼働済み 10基の稼働
確保に加え、設置許可済みの原発再稼働に向け、国が前面に立ってあらゆる対応を採って」
いくこと、また、「原子力についても、再稼働に向けた関係者の総力の結集、安全性の確保
を大前提とした運転期間の延長など、既設原発の最大限の活用、新たな安全メカニズムを
組み込んだ次世代革新炉の開発・建設など、今後の政治判断を必要とする項目が示され」、
既存原子力発電所の運転期間の延長のみならず、新増設についても前向きな姿勢が示され
るに至っている 38。
もう一つが需要サイドの対策である。政府は同年 5月、「クリーンエネルギー戦略」（中
間整理）を発表した。これはロシアのウクライナ侵攻や電力需給のひっ迫等を踏まえ脱炭
素を加速するための政策を整理したものであるが、産業のグリーントランスフォーメー
ション（GX）、産業界のエネルギー転換の取組等を示しつつ、GXの実現を図ろうとする
ものである。この中間整理を踏まえて、その後「GX実行会議」が官邸に設置されており、
議論が行われている 39。
このように、日本においても、脱炭素を軸に、ロシアのウクライナ侵攻後もグローバル
なエネルギー需給の変化に沿って、現下の「エネルギー危機」にも対応すべく、エネルギー
の供給サイドおよび需要サイドの双方において対策が進みつつある。特に、脱炭素が社会
の広い構成員に長期間に大きな影響を及ぼすことを勘案すれば、需要サイドの対策に政策
の重点が移りつつあることも十分に理由がある。しかしながら、現在までのところ、需要
サイドの対策が産業界、ビジネスにとどまっている感があるのは気になる点だ。一般国民
や地域、NGO等より広い構成員の政策過程への参画や意識の共有が求められる。
また、来年に予定される G7首脳会議は、ロシアのウクライナ侵攻などによってもたら
された世界、なかんずく経済の混乱の中で開催されることになろう。脱炭素も重要なテー
マの一つだ。日本は議長国としてリーダーシップを発揮し、日本の取り組みを世界に紹介
し、今後の対策をリードしていかなければならない。

5．今後への示唆
ロシアによるウクライナ侵攻によって、各国のエネルギー政策において、エネルギー安
全保障があらためて強調されている。すなわち、エネルギーの安定供給が一層重視され、
そのためにエネルギーの自給率を上げる必要性が再認識されている。温暖化対策とエネル
ギーの安定供給は対立するものではなく、これまで温暖化対策として理解されていた再生
可能エネルギーが「エネルギー危機」の中でエネルギー安全保障上も有意義であると再評
価されている。このように、近年エネルギー政策において、ともすれば温暖化が強調され
る傾向があったが、「エネルギー危機」を機会に 3つの Eのバランスをとるようになって
きたことは評価されるべきであろう。
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また、ロシアによるウクライナ侵攻によって、世界中での対立が鮮明になりつつある。
米中対立も継続し、国際社会の緊張感は高まっている。国連をはじめ既存の国際機関もこ
のような分断の鮮明化に有効な対策を講じられていない。このような環境のもと、温暖化
対策やエネルギー問題は本質的に国際的であるが、こういった対立の昂進が国際協力を重
要な要素とするエネルギー政策や温暖化対策、特に脱炭素の進展にも影響を与える可能性
がある。一方で、ロシアのウクライナ侵攻に対しては、EUや G7などがリードして国際的
な連携による対応もみられた。IEAは、迅速な石油備蓄の放出や “A 10-Point Plan to Cut Oil 
Use”等時宜を得た知的貢献で EU等の対応を支えた。こうした国際的な連携は、エネルギー
供給を武器にゆさぶりをかけるロシアの戦略に対して、国際的なエネルギーガバナンスに
よって対抗しようとする動きといえる。
この「エネルギー危機」は、1970年代の 2度にわたる「オイル・ショック」にも匹敵す
る深刻なものである。「オイル・ショック」時と同様、世界経済はインフレと景気後退に直
面しつつある。IEAのファティ・ビロール事務局長が 9月末の東京における講演で言って
いたことであるが、「オイル・ショック」でも経験したが、こういった大きな危機時、パラ
ダイムが変化する時期は、同時にイノベーションが起こる時でもある。「オイル・ショック」
を経て様々な省エネのアイデアが生まれて社会に定着し、産業が効率的になり、自動車の
燃費が飛躍的に向上するなど現在に至るエネルギー利用のあり方が大きく変わるきっかけ
となった。今回の危機でも、同様のことが起きるようにこういったイノベーションを加速
するような環境を醸成していくことが重要であろう。

（以上）
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